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事 務 連 絡

平成1 7年 4月 7日

入 国者収容所首 席 入 国 警 備 官 殿（処遇担当）

地 方 入国管 理 局 首席入 国 警 備官 殿（処遇担当）

地方入国 管 理 局支局首席入国警備官 殿

地方入国管理局出張所統括（上席）入国警備宮 殿
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、、 法務省入国管理局警備課補佐官 後 閑 厚 志

隔離を含む制止措置等における証拠保全の徹底について

被収容者に対する隔離等強制力を行使して制止措置する際には， これまでも

被収容者処遇規則及び通達等に基づき適法かっ適正に対処していただいている

ところですが， 今般， 東日 本入国管理センターにおいて被収容者が入国警備官

に暴行を受けたとして， 弁護士グループから特別公務員暴行陵虐致傷などの容

疑で告発される事案が発生したものの， その後の捜査で「法令により認められ

し た権限に基づいた必要最小限度の強制力の行使Jとして当方の正当性が認めら

れ不起訴処分（嫌疑なし）となりました。

当方のE当性が認められることとなった背景には， 事案発生当初からピデオ

撮影を行い証拠保全に努めるとともに， 速やかな報告を行うたほか， 負傷者に

対しても迅速かっ適切な医療行為が行われたことが大きな要因と認められま

す。

今後も同種事案が発生し得ると考えられるところ， この種の告発自体が事案

発生から長期間経過後に行われることも想定され， 時間経過後の報告書の作成

は記憶があいまいとなるほか， あいまいな記憶に基づき事実と異なる報告書を

作成した場合には， ねつ造などのそしりを受けるおそれもあることから， 隔離



－

／・・＼

－E
 
、a・

（一

－
 
a・、

を含む制止措置等強制力を行使する際には， ビデオ撮影の励行及び事実発生後

の速やかな報告書作成等， 証拠保全に万全を期すよう願います。


